
１．は　じ　め　に

　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が平成２５年６月に制

定され，平成２８年４月１日に施行された。この法律において，障害者に対する差別的取り扱い

の禁止は法的義務となり，障害者に対する合理的配慮の不提供の禁止は，国公立大学等で法的

義務となり，私立大学等で努力義務と位置づけられた。文部科学省は，「障がいのある学生の
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修学支援に関する検討会」を平成２４年度に開催し，「障がいのある学生の修学支援に関する検

討会報告（第１次まとめ）」（文部科学省，２０１２）を提出した。その後，文部科学省は，平成２８年

（２０１６年）度に「障害のある学生の修学支援に関する検討会（平成２８年度）」を開催し，すでに６

回の検討会が開催されている（２０１６年１０月１日現在）。また，独立行政法人日本学生支援機構

（JASSO）も，大学等の高等教育機関における障害学生支援に関する多様な事業を推進している。

大学については，大学における障害学生支援の充実と学術研究の発展に寄与することを目的と

して，２０１４年１０月に，一般社団法人全国高等教育障害学生支援協議会が設立され，７５法人の大

学が会員校として登録している（２０１６年８月３０日現在）。広島女学院大学は，全国協議会の設立

に賛同する発起校（４２校）の１校として，２０１３年１０月２５日に開かれた準備大会に参加している。

　日本学生支援機構による「平成２７年度（２０１５年度）障害のある学生の修学支援に関する実態調

査」（日本学生支援機構，２０１６）では，平成２７年５月１日現在における障害学生数は２１，７２１人（全

学生数の０．６８％），障害学生在籍学校数は８８０校（全学校数１，１８２校の７４．５％）で，前年の調査より

も障害学生数は７，５９４人増，障害学生在籍学校数は４７校増であった。障害種別では，「病弱・虚

弱」６，４６２人（２９．８％），「精神障害」５，８８９人（２７．１％），発達障害（診断書有）３，４４２人（１５．８％）が

多かった。日本学生支援機構による調査では，発達障害学生の支援状況について，診断書のあ

る発達障害学生に加え，診断書はないものの発達障害があることが推察され教育上の配慮を行っ

ている者についても調査している。日本学生支援機構によると，発達障害（診断書有）学生で支

援障害学生は２，５６４人，発達障害（診断書無・配慮有）の支援障害学生は２，９５９人で，合わせて

５，５２３人となり，前年度よりも９８人の増であった。支援発達障害（診断書有）学生又は発達障害

（診断書無・配慮有）学生が１人以上在籍する学校６０２校で行われている支援内容は，授業支援

では，「配慮依頼文書の配布」（実施率４０．９％），「学習指導」（３０．１％），「履修支援」（２９．９％），「出

席に関する配慮」（２２．３％）の順，授業以外の支援では「専門家によるカウンセリング」（６５．１％），

「対人関係配慮」（４４．９％），「自己管理指導」（３８．４％），「居場所の確保」（３２．９％）の順であった。

就労支援に相当する項目では，授業以外の支援のうち「キャリア教育」（２８．２％），「就職先の開

拓，就職活動支援」（２０．１％）であり，他の支援内容と比較すると，実施率は低くなっていた。

発達障害学生の卒業後の進路状況については，発達障害（診断書有）学生で，平成２６年度卒業生

４６４人，進学７１人，就職１３０人，進学者のうち就職している者０人を加えた全就職者数は１３０人

であった。また，発達障害（診断書無・配慮有）学生で，平成２６年度卒業生６５８人，進学６３人，就

職２８６人，進学者のうち就職している者１人を加えた全就職者数は２８７人であった。障害学生の

卒業後の進路状況では，平成２６年度卒業生２，９３０人，進学３４９人，就職１，４７０人，進学者のうち就

職している者７人を加えた全就職者数は，１，４７７人であった。障害学生の卒業後の進路状況と

して，障害学生全体では過半数が就職しているのに対して，発達障害（診断書有）学生では約３
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割，発達障害（診断書無・配慮有）学生では約４割強が就職していた。

　本研究では，発達障害学生の就労支援について，大学教育の一環としてのキャリア発達支援

という観点から検討することを目的とする。まず，発達障害学生の就労支援に関する研究を概

観し，課題を検討する。次に，大学におけるキャリア教育の現状と課題を報告し，ライフキャ

リアの観点から，発達障害学生のキャリア発達支援を含む，キャリア教育のユニバーサルデザ

インの可能性について考察を加える。

２．発達障害のある学生の就労支援に関する研究

　日本学生支援機構（２０１６）による調査結果に示されたように，発達障害（診断書有または診断

書無・配慮有）学生の卒業後の進路状況では，就職の割合は低く，就労を支援する「キャリア

教育」や「就職先の開拓，就職活動支援」の実施率も低くなっていた。発達障害学生に対する

就労支援は，定型発達学生と比べどのような違いがあるかを，発達障害者の就労支援に関する

研究を参考に検討する。

　発達障害者の就労支援に関して，発達障害者の就労を支援する者を対象とした研究がある。

例えば，羽鳥・竹内（２０１４）は，発達障害児者が就労するにあたって身に付けておくべきことに

ついて，特別支援学校教諭５人，職業カウンセラー１８人，保護者２人の計２５人を対象に，自由

記述形式で１０項目を挙げさせた。カテゴリー分類の結果，「職場のコミュニケーション」が最も

多く，次いで「生活リズムの調整」「自身特性理解」「相談スキル」となっていた。これらのこ

とから，羽鳥らは，発達障害児者が就労準備段階において身に付けておくべきスキルは，継続

的な勤務を可能にするために生活そのものを改善し，健康的なものとして維持するためのスキ

ルであると，多くの支援者によって考えられていると言えるのではないかと述べている。羽鳥

らの結果は，支援者が，発達障害児者の就労の継続を重視していること，そのためのスキルと

して，コミュニケーション能力や自己理解が必要であると解釈でき，これは，定型発達の学生

にもそのまま当てはまることであると推察される。例えば，２０１１（平成２３）年１月３１日中央教育

審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」は，大きな困難

に直面している若者の現状として，「学校から社会・職業への移行」が円滑に行われていない

ことと，「社会的・職業的自立」に向けて様々な課題が見られることの２点をあげ，それぞれ

の例として，前者では，早期離職（高卒４割，大卒３割，短大等卒４割），後者では，コミュニ

ケーション能力等職業人としての基本的能力の低下を取りあげている。

　発達障害者の就労継続に必要な要因に関しては，桑田・渡邉（２０１５）の研究がある。桑田らは，

障害者雇用にかかわる事業所，学校，保護者，計９５人を対象に，発達障害者・知的障害者が社

発達障害のある学生の就労支援とキャリア教育について 41



会で働き続けるためには，どのような能力・態度が育っていることが必要なのかを明らかにす

ることを目的にして，調査を行った。調査対象者の支援している障害者は，発達障害・知的障

害のある人で，５年以上勤務している人４２人，福祉施設に通っている人１６人，在宅７人，その

他２４人，不明６人であった。また，障害特性の内訳は，知的障害５５人，LD１１人，ASD１８人，

ADHD ５人，その他６人であった。能力・態度のカテゴリー別に検討したところ，５年以上勤

務している人と「その他」の人との間に，「規律」「自律」「従順」「自己理解」「対人行動」「言

語化」「周囲の理解」「対人参加」において有意さがみられ，このことから，桑田らは，これら

のカテゴリーが働き続けるために重要な能力・態度と関連があると考察している。桑田らは，

これらのカテゴリーを，①本人の持つ基本的な習慣や性格に関わるもの「規律」「自律」「従順」，

②周囲とつながるために必要な力「自己理解」「対人行動」「言語化」「対人参加」，③「周囲の

理解」の３つのグループに分け，学校におけるキャリア教育で，これらの３つの側面に重点を

置くことが必要であるとしている。また，桑田らは，就労継続に学歴差はないと述べ，特別支

援学校で教育を受け，５年以上同じ職場で働き続ける人が多い知的障害者に比べ，発達障害者

では，卒業している学校種も様々であり，周囲の理解を得にくい状況や，特性を理解したキャ

リア教育を受けていないなどが推察されると述べている。

　桑田らにより就労継続に重要であるとされたカテゴリーのうち，「自己理解」は特に障害受

容と深くかかわっていると考えられる。筆者自身の臨床例を振り返っても，発達障害のある学

生にとって，自己の特性を理解することは困難なケースが多く，自分の困っていることに気づ

きにくく，自ら支援を求めにくいことや，支援者側からの支援の提案にも動機づけが低く受容

しにくいことが多いように思われる。桑田らも指摘するように，大学におけるキャリア教育に

おいても，「自己理解」は重視されているものの，そもそも自己理解に困難がある発達障害学

生には定型発達学生用のアプローチとは異なる方法が必要であると考えられる。桑田・渡邉

（２０１６）は，特別支援教育におけるキャリア教育の課題として，児童生徒一人一人の障害特性を

踏まえたキャリア発達を支援する視点から，児童生徒本人を中心とした指導を考えていく必要

性を指摘している。そして発達障害のある中・高校生対象であるが，桑田らは，就労継続困難

など就労上の問題が人間関係をめぐるこころのありようや理解の仕方に関連して生じているこ

とをふまえ，これまでの職業観・勤労観中心の指導から，社会性や彼らのこころを育てるプロ

グラムを導入した教育支援プログラムが必要であると考え，社会性発達支援プログラムを作成

した。このプログラムでは，特に社会性と深く関係する「人間関係」「自己理解」「他者理解」

「問題対応」について具体化したものを提出している。さらに，指導法として，教員がキャリ

ア発達の視点を持ち，生徒が主体的に自分自身を向上させようとする意欲を育てるための働き

かけをすることが重要であると述べている。
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　大谷（２０１２）は，就労移行支援事業所などで障害者の就労支援の経験を有する５６人を対象とし

て，就労支援者が重視する，発達障害者の職業生活に関わる自己の理解について調査を行って

いる。その結果，「あいまいな言葉遣いによる言語指示の理解が困難であることを本人が自覚し，

支援を求めたり，対処の仕方を身に付けたりしようとする」など職務遂行のための指示理解や

人間関係の形成などに関する困難さを軽減することについての自覚に特徴のある第１因子「問

題軽減の必要性」，「決められた規則を守る几帳面さを本人が自覚し，活用しようとする」など

職業生活に関わる適応的な態度を有していることへの自覚に特徴のある第２因子「勤労に資す

る姿勢の所有」，「例示やモデルの提示など視覚化されたヒントによって理解が進むことを本人

が自覚し，活かそうとする」など職務遂行の困難さへの対処法についての自覚に特徴のある第

３因子「補完の方略」の３因子を得た。大谷は，この結果を，就労への移行支援における発達

障害者の自己の理解の重要性を改めて認識させるものであると述べている。また，キャリア教

育の視点からは，実際的で具体的な学習である就業体験の重視があげられると述べており，実

際の就業体験により自己の理解を深めていく教育効果について言及している。田澤（２０１３）も発

達障害のある大学生の就職支援について，在学中に自らの特性と向き合う機会を，大学生活を

通じていかに提供するかということが重要であると述べており，体験を通しての自己理解が定

型発達の学生以上に大切になると考えられる。さらに，実際に就労体験をするだけでなく，一

つ一つの体験について，いわゆる PDCAサイクルのように積み重ねていく必要があると考えら

れる。

　これらの発達障害者の就労支援に関する研究から，発達障害のある学生の就労支援において

は，定型発達の学生の就労支援と比べ，支援内容として重複するものの，重点の置き方が異なっ

たり，丁寧な教育プロセスを必要とすることや，個人の特性に応じた個別支援計画を立てる必

要があること，具体的な体験学習が重要であることが，仮定できると考えられる。また，定型

発達学生と同様に，就労支援はキャリア発達の観点から大学入学後から始まるものではなく，

高大連携・高大接続を意識したものであるべきであろう。海口（２０１３）は，今日の大学の置かれ

た状況について，全入時代を迎え，入試の多様化により学力に課題のある学生が入学している

一方，経済のグローバル化に対応できるように「学士力」「社会人基礎力」を学生に習得させ

るように求められるという矛盾した現状を説明し，学力にも社会性の発達にも課題のある学生

に対する支援体制は，いまだ不十分であると指摘している。中でも，一貫した支援が必要とさ

れる発達障害のある学生に対して，大学の支援は手探りの部分が多く，高校における支援を把

握し，大学でその支援を引き続き展開していくかという，高大接続・連携においては課題があ

ると述べている。海口も指摘するように，高校・大学間における情報共有がまず必要であろう。

　大学における発達障害のある学生の支援については，各大学で様々な取り組みがなされつつ
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あり，大学間でも非常に関心の高いテーマである。就労支援に関しては充分な取り組みが行わ

れているとは言えない状態ではあるが，発達障害のある学生の就労支援に関する事例報告も少

しずつ積みあがっているように思われる。例えば，木谷・田中（２０１５）は，発達障害のある大学

生に対して，就労を視野に入れた支援を試みている。また，山下（２０１６）でも紹介したが，発達

障害のある大学生に対する就労支援の実践例としては，松久・金森・今枝・楠・鵜川（２０１３a，

２０１３b）や堀江（２０１３），就労スキルの向上に関する実践例としては，松久・金森・今枝・西山

（２０１４a，２０１４b）がある。大学における発達障害学生の就労支援については，一方では高大連携・

高大接続，また一方では社会・職業への移行というひとつの連続する過程におけるキャリア発

達の観点が必要であると考えられる。社会・職業への円滑な移行のためには，大学が地域の就

労支援機関と連携することも必要であろう。例えば，障害者職業総合センター（２０１０）によるワー

クシステム・サポートプログラムは，知的障害を伴わない発達障害のある人のための障害特性

に応じた就労支援プログラムであり，１３週間の期間でグループワーク主体の「就労セミナー」

「作業」「個人相談」により構成されている。「就労セミナー」には技能トレーニングとして，「問

題解決技能トレーニング」「リラクゼーション技能トレーニング」「職場対人技能トレーニング」

「マニュアル作成技能トレーニング」がある。ただし，地域の就労支援機関も，様々な問題を

抱えているという現状もある。久・坂本・屋・中村・本多・永江・花田（２０１６）は，発達障害者

を含む，困難さを抱えた若者に対する移行支援について，我が国の地方都市の現状と課題を報

告している。久らによると，若者の移行支援の現場では，経済的な問題やスタッフの質の問題，

利用者の家族の問題など多くの問題があり，専門的なスキルを持つ多様な人材が関わっている

米国と比べ，我が国では専門職チームによる支援や支援のネットワークの構築には至っていな

い現状であるという。米国における障害者就労支援と比較すると，我が国における取組はまだ

多くの課題を抱えていると思われる。

　就労支援と権利擁護（アドボカシー）に関する文献の概観と米国における実際の取組に関する

情報収集を行った清野（２０１６）は，我が国における就労支援と権利擁護の課題として，①人権・

生存権についての道徳的権利の侵害，②差別，虐待等の法的権利の侵害，③法的権利や実効性

等の現在の権利擁護システムの問題，④支援に内在する専門家支配の可能性に整理している。

清野は，これらの課題を解決するための方策の一つとして，自己決定，意思決定の支援方法の

確立を挙げており，セルフ・アドボカシーや当事者主権の視点が重要であると述べている。ま

た，清野は，米国の取組として，①道徳的権利の明確な理論に基づいた就労支援方法の確立（カ

スタマイズ就業），②権利形成・獲得・救済のための当事者，仲間，専門家によるアドボカシー

（カスタマイズ就業，意見表明，法案導入）を挙げている。キャリア発達の観点から，学生自身

の障害特性を含めての自己理解，アドボカシースキルの習得は，ぜひとも必要である。米国に

山下　京子44



おける障害学生支援に関しては，高石（２０１６）もサンフランシスコにおける障害学生支援，就労

支援の実際について報告を行っている。高石も指摘するように，「個別の教育支援計画」（IEP），

キャリア教育，就労支援といった生涯にわたる障害学生支援は，１９９０年障害のあるアメリカ人

法（ADA法２００８年改正）など法的基盤をもつ米国とは異なるが，我が国においてもキャリア発達

の視点から参考になる点が多々あるように思う。

３．我が国におけるキャリア教育・職業教育の基本的方向性について

　２０１１（平成２３）年１月中央教育審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在

り方について」では，障害者の社会的・職業的自立について，次のように記されている。「障

害のある者が生涯にわたって自立し，社会参加をしていくためには，一人一人のニーズに応じ

た教育や支援を行うとともに，企業等への就業支援の充実等，社会全体で障害のある者の自立・

社会参加を支えていくための環境を整えていくことが重要である。」（p. ８）。

　本答申における「キャリア」とは，「人は，他者や社会とのかかわりの中で，職業人，家庭人，

地域社会の一員等，様々な役割を担いながら生きている。」（p. １７），「人は，このような自分の

役割を果たして活動すること，つまり「働くこと」を通して，人や社会にかかわることになり，

そのかかわり方の違いが「自分らしい生き方」となっていくものである。」（p. １７），「このよう

に，人が生涯の中で様々な役割を果たす過程で，自らの役割の価値や自分と役割との関係を見

いだしていく連なりや積み重ねが，「キャリア」の意味するところである。」（p. １７）とあり，「人

が，生涯の中で様々な役割を果たす過程で，自らの役割の価値や自分と役割との関係を見いだ

していく連なりや積み重ね」（p. １０３）とまとめている。ここでは，「キャリア」について，生涯

を通して形成されるものであり，他者や社会とのかかわりの中で，役割を果たしながら積み重

ねられるものと考えられている。そして，「このような，一人一人の社会的・職業的自立に向け，

必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促す教育が「キャリア教

育」である。」（p. １７）。一方，職業教育については，「人は，専門性を身に付け，仕事を持つこ

とによって，社会とかかわり，社会的な責任を果たし，生計を維持するとともに，自らの個性

を発揮し，誇りを持ち，自己を実現することができる。仕事に就くためには，社会的・職業的

自立に向けて必要な基盤となる能力や態度だけではなく，それぞれに必要な専門性や専門的な

知識・技能を身に付けることが不可欠である。」（p. １８）とし，「一定又は特定の職業に従事する

ために必要な知識，技能，能力や態度を育てる教育が「職業教育」である。」（p. １８）とした。

　本答申では，高等教育におけるキャリア教育・職業教育について，「高等教育機関進学率は

約８割に達し，多くの若者にとって，社会に出る直前の教育段階。社会・職業への移行を見据
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えた教育の改善・充実」「実践的な職業教育の充実や生涯学習ニーズを含む多様なニーズへの

対応」（p. １０６）が課題となっていると指摘する。また，基本的な考え方として，キャリア教育で

は，「自らの視野を広げ，進路を具体化し，それまでに育成した社会的・職業的自立に必要な

能力や態度を，専門分野の学修を通じて伸長・深化させていく」「キャリア教育の方針の明確

化と，教育課程の内外を通じた体系的・総合的な教育の展開」「体験的な学習活動の効果的な

活用」（p. １０６）の３点を挙げている。一方，職業教育については，「自立した職業人を育成する

職業教育の重要性を踏まえた高等教育の展開」「各教育機関が果たす役割・機能の明確化と，

それぞれの特性をいかした職業教育の充実」「産業界との連携・対話による，求められる人材

像・能力の共有と，職業に必要な能力を育成する教育の充実」（p. １０６）の３点を挙げている。さ

らに，各高等教育機関における推進の主なポイントとして，大学・短期大学では，「教育課程

の内外を通じて社会的・職業的自立に向けた指導等に取り組むための体制整備（設置基準改正。

平成２３年度から実施）を踏まえた取組の実施」「各大学・短期大学の機能別分化の下，養成する

人材像・能力を明確化した職業教育の充実，実践的な教育の展開」「生涯学習ニーズ等への対応」

（p. １０６）の３点を指摘している。

　ここで記されている平成２３年度から実施された大学設置基準改正の内容は，大学設置基準第

４２条の２として新設されたものであり，「大学は，当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ，

学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育

課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよう，大学内の組織間の有機的な連携を図

り，適切な体制を整えるものとする。」（大学設置基準第４２条の２）とある。佐藤（２０１６）は，大学

設置基準第４２条の２が新設された背景として，正課授業，キャリアガイダンス，就職指導等が

バラバラで行われ，学内の連携がなされなかったことを指摘している。そして，この第４２条の

２が，いわゆるキャリアガイダンスの必須を求めているのではないことを強調している。佐藤

は，キャリア教育は，大学教育全体として教育内外の有機的な連携の下で取り組むものであり，

そのためには FD的視点が必要であると述べている。

　堀（２０１６）もまた，第４２条の２について取り上げ，改正後，教員による教育と職員による指導

の二分割化による問題が生じたとして，次の４点をあげている。①共通の目的・達成目標が形

成されづらくなる，②情報の共有がされづらくなる，③評価・改善プロセスが十分機能しない，

④全学的な取組として認知されずモチベーションが上がらない。堀は，大学におけるキャリア

教育は，全学的な体制の中で，教員と職員とが協働して行うことにより充実したものとなると

考えており，就職支援のみに注目したり，キャリア科目を授業科目としておくだけで担当教員

のみ関わっているというような現状に対して，問題提起していると言えよう。ただ，堀の言う

ように，第４２条の２の新設によって教員による教育と職員による指導の二分割化が生じたので
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はなく，佐藤の言うように，「大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整えるも

のとする。」についての重要性に多くの大学が留意していないことによるものではないかと考

えられる。

　我が国におけるキャリア教育・職業教育の基本的方向性は，生涯発達の観点や，多様性の包

摂，家庭，地域・社会，様々な各界との連携を盛り込んだものと考えられ，障害学生，特に発

達障害学生のキャリア教育・職業教育を検討する際に，今日の大学における学生の多様化を考

慮し，この基本的方向性を踏まえた具体的な提案をすべきであろう。発達障害学生は，一人ひ

とりの特性が異なるという特徴があるので，その点に配慮したキャリア教育・職業教育の提案

は，ユニバーサルデザインになると予想される。

４．大学におけるキャリア教育

　児美川（２０１５a）は，今日のキャリア教育の実践が抱える問題点として，次の３つをあげている。

①「正社員になりさえすれば大丈夫」という誤ったメッセージを伝えてしまう可能性があること。

②学校・大学卒業後の若者が非正規雇用から出発することになって，その後の自らのキャリア

をどのようにつないでいくかについて，実践的な知恵や方策を教えるという発想に立っていな

いこと。③労働法の知識や労働組合の役割など，若者たちが自らの身を守るための手段につい

て教えていないこと。また，児美川（２０１５b）は，「新卒一括採用から日本的雇用へ」という移行

ルートが社会的標準にはなりえていない現状を指摘し，本来のキャリア教育が引き受けるべき

役割として，①職業的自立を見通すことのできる，専門・職業教育の提供，②産業・職業・労

働の理解，③ライフステージやライフキャリア上の諸問題，④労働者の権利，働く場のルール，

⑤社会的な課題意識と生涯設計をあげている。

　花田・宮地・森谷・小山（２０１１）は，大学卒業後の初期キャリアにおける問題は卒業後３年以

内の離職率に示されるような，若者が入社直後に組織に定着するかどうかという外的側面では

なく，モチベーション高く仕事に取り組むかどうかという内的側面（心理面）にあると述べてい

る。そして，モチベーションを扱う理論として，米国で研究が進められてきた「リアリティ・

ショック」と「ジョブ・マッチング理論」を紹介している。花田らは，不確実性の高い今の時

代において，ジョブ・マッチング理論が現実的に機能しうることは困難であると指摘し，キャ

リア開発の発想の転換が必要になると述べる。つまり，花田らによると，予期しなかった不慣

れな職務や，得意でない職務でも，個人がその仕事に積極的に取り組むモティベーションを自

ら発揮し，新たな能力を開発していくという考え方である。花田らは，不確実な環境を前提と

するキャリア諸理論として，「積極的不確実性（Positive Uncertainty）」（Gelatt, １９８９），「計画され
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た偶発性（Planned Happenstance）」（Mitchell, Levin & Krumboltz, １９９９），キャリア・チェンジの

プロセスを調査した Ibarra（２００３）の研究成果を取り上げている。ただし，花田らは，大学にお

けるキャリア教育を検討する場合，こうした自律的な個人を前提とする文化的背景のある海外

の理論を展望するだけでなく，他者との関係性の中で自分の役割を捉えていくことも重視する

日本の文化的背景を考慮することも必要であると注意している。しかしながら，花田らの紹介

した不確実な環境を前提とした諸理論は，女子学生のライフキャリアを検討する際に，非常に

重要な概念となると考えられる。なぜならば，我が国における大学卒業後の女子学生のキャリ

ア発達は，不確実性の高い状況に置かれているという現状があるからである。

　児美川や花田らが取り上げているキャリア教育では，性差を取り上げてはいないが，現実的

には，学校卒業後のキャリア発達の様相は，男性と女性では大きく異なっている。三川（１９９０）

は，ライフキャリアの視点から役割受容の性差を検討している。対象者は，高校生・大学生・

社会人２，０８８人（男性１，２１７人，女性８７１人）で，社会人の年齢は２０代から５０代までで，役割特徴と

役割受容について，質問紙による調査を行った。人生における主要な役割として「学習者」「労

働者」「市民」「家庭人」「余暇人」の５つを主要な役割とし，それぞれ「勉強」「仕事」「社会

的活動」「家庭や家族」「趣味やレジャー」の役割活動について測定する SI（Salience Inventory）

の日本語版「役割特徴目録」を使用し，役割受容の測定は「役割受容尺度」（三川，１９８８）を使

用した。その結果，役割受容，役割特徴とも，発達段階や性差によって大きく変化することが

明らかとなった。三川は，女性の場合，高校生から２０代にかけて大きな役割の変化があり，２０

代では，仕事に加えて，家庭や家族にも多くの時間や労力をかけることが人生における満足感

や役割の達成感，有能感をもたらすと考えられると述べている。生涯にわたるキャリア発達を

考える際，高校生から２０代にかけて大きな役割変化があるという三川の研究結果は性差を考慮

したキャリア教育の必要性を示唆するものであり，特に高校生以降は，将来のライフイベント

を見据えたライフキャリアと，ライフキャリアに含まれるが学校・大学卒業後に中心的な位置

を占めるようになる職業キャリアを取り入れたキャリア教育が望まれる。

　加藤（２００９）は，女子大学生１年生４０人を対象として，自立と共生のイメージを質問すること

で，女子大学生のキャリア意識を検討している。その結果，自立意識と共生意識のどちらかを

強く感じている学生が同程度，両方ともを強く感じている学生も同程度いた。また，自立的な

人生に対するイメージでは，「自立への希望や不安」「自己実現への希望や不安」，共生的な人

生に対するイメージでは，「世話への希望や不安」「関係形成への希望や不安」が多かった。さ

らに，前者のイメージには「共生とのかねあい」，後者のイメージには「自立とのかねあい」

も含まれていた。これらのことから，加藤は，女子大学生のキャリアに関する意識は，自立と

共生の兼ね合い，バランス，あきらめ，競合といった要素を含めて検討することが重要である
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と述べている。すでに，花田らが我が国の文化的特徴として指摘した，他者との関係性の中で

自分の役割を捉えることを重視する傾向は，女子学生においてより強いのではないかと推測さ

れる。

　加藤・小倉・安立（２０１１）は，女子大学生１年生４００人を対象とした職業観に関する尺度構成の

ための調査を実施している。加藤らは，職業に関する価値観を「職業を持つことに対する個人

の見解，考え方，価値観，認識，印象，期待の総体である」と定義し，手段的職業観として「経

済的安定」「女性の働きやすさ」の２つの下位尺度，目的的職業観として「自己実現」「人間関

係」の２つの下位尺度を設定し，働くことに対する消極的・否定的な態度を測定する下位尺度

「否定的職業観」を設定した。因子分析の結果，「生活の安定」「人間関係」「自己実現」「社会

貢献」「否定的職業観」の５因子が得られた。「女性の働きやすさ」に含まれていた項目は，「生

活の安定」因子と，「自己実現」因子に分類され，女性特有の職業観を反映しているのではな

いかと考察している。加藤や加藤らの研究で明らかにされた，女性特有のキャリア意識や職業

観を，大学におけるキャリア教育で取り上げる必要があると考えられる。

　松並・荻野（２０１５）は，大学・短期大学の女子大学生３６５人を対象に，キャリアプランと自立，

職業観，依存的自己愛の関連について検討している。キャリア選択率では，結婚子あり再就職

（非常勤）３３．５％，結婚子あり継続２９．９％，結婚子あり再就職（正規雇用）１８．２％であったが，４

年制と短大で分けると，４年制では，結婚子あり継続３６．７％，結婚子あり再就職（非常勤）

２９．４％が多く，短大では，結婚子あり再就職（非常勤）３７．６％，結婚子あり継続２３．２％，結婚子

あり再就職（正規雇用）２２．７％となっており，違いが見られた。また，結婚・出産後も就労継続

を予定する人は，自立尺度の下位尺度である「社会的関心」「生活身辺処理」得点が有意に高く，

出産せずに就労継続を予定する人は，自立尺度の「協調的対人関係」得点，「親子の信頼関係」

得点，職業尺度の「人間関係」得点が有意に低い傾向があった。就労継続に関連すると考えら

れる自立尺度の「主体的自己」「経済的自活」は，キャリアプランとの関連は見られなかった。

これらのことから，松並らは，女子大学生を対象に，自立とエンパワメントを促すような，女

性のためのキャリア教育が必要であると考察している。

　２０１１年１月中央教育審議会答申では，「序章　若者の「社会的・職業的自立」や「学校から

社会・職業への移行」を巡る経緯と現状」の「１．我が国の産業構造や就業構造の変化」で，

女性就業者の状況について，「一般的に，固定的な性別役割分担意識や出産・育児等の影響の

下で，正規雇用以外の雇用形態である者の比率が正規雇用者の比率より多くなっている。この

状況は，出産・育児に伴うものだけではなく，未婚の女性においても近年強まる傾向にあり，

特に高等学校卒の女性は，正規雇用以外の雇用形態である者の比率が男性に比べて高い。」（p. 

７）と述べ，「女性は安定的な雇用が得にくく，厳しい状況に置かれており，男性と女性の状況
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の違いにも留意が必要である。」（p. ８）としている。また，「第４章高等教育におけるキャリア教

育・職業教育の充実方策」では，「（カ）男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育」で「少

子・高齢社会を迎えた我が国において，経済・社会の活力を維持・向上していくためには，女

性の活躍が一層重要である。いわゆる男女雇用機会均等法や育児・介護休業法，ワーク・ライ

フ・バランスに関する憲章・行動指針等も整備され，男女共同参画社会の実現に向け，学生・

生徒を取り巻く経済・社会の環境は変化している。このような変化に対応できるよう，意識改

革も含めたキャリア教育が重要である。」（p. ６９–７０）とし，「特に，妊娠・出産等のライフイベン

トの影響を受けやすい女性について，社会において女性が置かれている状況や多様なライフス

タイルの選択を可能とする支援策等を理解させるなど，女性のライフイベントを意識したキャ

リア教育の取組も展開されている。」（p. ７０）と紹介している。本答申では，キャリア教育は「幼

児期の教育から高等教育まで，発達の段階に応じ体系的に実施」（p. １０３）するとあり，この体系

に，女性のライフキャリアの視点を盛り込むことが必要なのではないかと考えられる。特に，

大学におけるキャリア教育では，女性のキャリア発達に重点を置いた内容が求められると考え

られるし，それは，女子学生だけでなく，男子学生にも必要な教育内容であると言えよう。

　山口（２０１１）は，キャリア教育分野と「女性キャリア」領域の先行研究を概観し，「女性キャリ

ア教育」の方向性について考察を加えている。山口によると，キャリア教育も，「女性キャリア」

分野においても，政府が介入するようになった背景に，社会や経済の構造的な変化への対応と

いう共通したテーマが存在するが，それぞれの接点に関する検討が十分に行われてきてはいな

いという。そして，社会に出る前の「若者」ではなく，「女性全般」に焦点を当てた「女性キャ

リア」の分野は，学校の教育機関に属する者たちに，体系的に「女性キャリア教育」を実施し

てきてはないという欠点を持っていると指摘している。山口は，「女性キャリア教育」を大学

の一講義として開設するならば，その独自性と意義を担保しながらも，職業教育の一環として

展開しているキャリア教育と結びつけ，問題への気づきとともに，その問題への対応策をも視

野に入れた教育内容が盛り込まれるべきであると述べている。

　大学におけるキャリア教育は，ライフキャリアの視点を取り入れた上で職業キャリアを扱う

こと，女性に特有のライフイベントとキャリアとの関連などにも重点を置いた女子学生のため

のキャリア教育を実践し，これを将来の男女共同参画に向けて男子学生にも教育すること，発

達障害学生を含む，全ての障害学生のための社会的・職業的自立を目指すものである必要があ

る。つまり，学生一人一人のキャリア発達を中心に置いた，ユニバーサルデザインとなること

が期待される。
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５．ライフキャリア教育

　ライフキャリア教育について，カリキュラムや授業プログラムの研究，実践が行われている。

河﨑（２０１１）は，青年期までに，家庭・地域・職業生活における多様な人生役割を肯定的に受け

止め，自らのキャリアに自己実現と他者支援を見出し，共生的なアイデンティティ形成に寄与

するライフキャリア教育が要となり，生涯のキャリア形成を意義あるものとすると考え，就学

前から大学段階までの発達段階に焦点を当て，ライフキャリア教育の在り方を検討し，体系的

なカリキュラムの提案を行っている。河﨑は，まず米国のキャリア教育の中等教育用教科書を

参考にし，「自己理解」「人間関係」「意思決定」「就業開発」「生活実践」「キャリア統合」の６

つの能力領域を決定した。次に就学前段階からの発達段階を視野に入れた，米国ニュージャー

ジー州のキャリア教育カリキュラムガイドの内容分析により，具体的な学習内容と順序性を明

らかにし，第１レベルとして「自己理解」「人間関係」「意思決定」，第２レベルの「就業開発」

「生活実践」，第３レベルの「キャリア統合」の３つのレベルと，「個」と「関係性」の両発達

の方向性から能力概念を構造化した。さらに，就学前から大学段階までのライフキャリア教育

のカリキュラムモデルを提出している。河﨑は，共生的なアイデンティティ発達に寄与すると

同時に，社会参画を可能とし，男女共同参画の実現にも貢献しうるモデルであると述べている。

　丸山・河﨑（２０１６）は，河﨑（２０１１）のライフキャリアに関する６つの能力領域を用いて，日米

の家庭科の教科書を比較分析し，高校・大学における実践を視野に入れた，ライフキャリア教

育における授業プログラムを構想している。丸山らによれば，日米の家庭科教科書の比較によ

り，日本では「自己理解」「人間関係」「生活実践」に重点が置かれ，米国では，それらの内容

に加え，「意思決定」「就業開発」「キャリア統合」の能力領域も含められており，総合的にラ

イフキャリアに関する能力育成を目指しているという特徴が認められたという。丸山（２０１６）は，

丸山らによるライフキャリア教育の授業プログラムの構想を基盤にして，授業プログラムを開

発し，高校と大学で授業実践を行っている。

　小泉・川北（２０１６）は，女子大学で「キャリア」を人生ととらえたキャリア発達の視点で教育

プログラムを構築し，授業実践を行っている。小泉らによると，２０１１年中央教育審議会答申に

ある「基礎的・汎用的能力」の育成を４年間の大学教育にどのように反映させていくかを考え

る中で，キャリア科目とその他の教養科目及び専門科目との連動の重要性が見えてきたという。

また，キャリア発達の視点から，勤労観・職業観に焦点を当てるだけでなく，自らの判断で未

来を実現できる「キャリア・アダプタビリティ」の習得を目指すキャリア教育体系の確立を検

討したと述べている。

　大学ではないが，高等学校におけるライフキャリア教育に関する研究もある。大島（２０１６）は，
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高等学校のキャリア教育を教育課程と関連付けながら，ライフキャリア形成の視点から考察し，

高校生のためのキャリア形成プログラムを作成している。大島によると，プログラムの特徴は

次の２点であった。①「働くこと」だけでなく，家庭生活や余暇活動，地域活動等も含めて，

長い人生をどのように生きていくのかというライフキャリア形成の視点から考えることを提案。

②「卒業後」からのことだけでなく，現在の自分の周囲の人間や社会のことを再認識する視点

を提案していること。大島は，道徳教育や公民科，家庭科等の教科，総合的な学習の時間，ホー

ムルーム等の特別活動など，教育活動の全体を通じて学習課題を共有できる可能性が明らかに

なったと述べている。

　ライフキャリア教育に関する研究はまだ少ないが，幼児期から高等教育まで，発達の段階に

応じ体系的に実施するためにも，各教育機関でのカリキュラムや授業プログラムに関する検討

や，実践研究が行われることが必要であろう。現在，キャリア教育にライフキャリアの視点を

導入する試みは，すでに大学を中心として実践されており，今後の研究成果を期待できる。

６．お　わ　り　に

　障害者差別解消法が施行され，半年が過ぎた。日本学生支援機構による調査結果（２０１６）にも

示されたように，発達障害のある学生の就労支援の実施率は低く，また発達障害学生の就職率

も他の障害学生に比べると低いという現状がある。これまで，本学の学生支援で関わった発達

障害のある学生の卒業後について追跡調査はしていないが，就職率という点では，同様に学生

相談で関わった定型発達の学生の就職率に比べ，かなり低いように思われる。２０１１年中央教育

審議会答申では，障害者の自立・社会的参加や，女性の置かれた就労状況の課題についても触

れられている。同答申にあるように，「一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤と

なる能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促す」キャリア教育を，大学も責任を

もって行わなくてはならない。本学が女子大学である強みを生かして，女性のためのキャリア

教育を構築し，ライフキャリアの視点から，発達障害のある女子学生のキャリア発達支援を検

討することが，今後の課題である。
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